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はじめに 

 

 本事業は、日本財団の支援を受け、95 年以降、東南ｱｼﾞｱ諸国連合に加盟した

海岸線を有するｶﾝﾎﾞｼﾞｱ、ﾐｬﾝﾏｰ、ﾍﾞﾄﾅﾑの三カ国に対し、各国の海洋汚染防止体

制の充実･強化のため、人造りに主眼を置いた支援を行い、もってｱｾｱﾝ地域全体

における海洋汚染防止体制の整備に資することを目的として行うものである。 

 

 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは対象国の国名を取って CMV ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと呼称し、CMV ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ第一

ﾌｪｰｽﾞに当たる本年度は、油防除体制整備の必要性を理解させる「意識付けﾌｪｰ

ｽﾞ」と位置付け、第一に各国国内における油防除体制の整備に関わる者に対し

基礎的な油防除技術の研修を受講させることを通じ油防除体制整備の意義を認

識させた後、第二として CMV 各国で油防除に関するﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを開催し、研修生

自らが講師となって広く関係者に対し油防除体制整備の重要性に係る啓発活動

を展開することとした。 

 

 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施に当たっては、平成 15 年 7 月に各国関係者を集めて開催したﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾐｰﾃｨﾝｸﾞにおいて、CMV ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの全体構想及びﾌｪｰｽﾞ１の実施計画を説

明、ｺﾒﾝﾄを受け付けた後に本年度のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施内容を確定し、同年 10 月に

各国から 5名づつ系 15 名をわが国に招聘し油防除に関する研修を受講させ、本

年 3月、各国においてﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを開催した。 

 

 本書はこれらﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施の概要及び成果について取り纏めたものである。 

 

   

                        平成 16 年３月 

 

                       （社）日本海難防止協会 
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Ⅰ 平成 15 年 7 月 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ 

 

１ 目的 
今年度三カ国に対して行うＣＭＶﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ <ﾌｪｰｽﾞ１>事業に関し、先方関係者に対する
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの趣旨説明を実施し、本件に係る先方の要望等を聴取した上で、①本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

実施に係る総合窓口の設定、②各機関の連絡担当者の確定及びﾋｭｰﾏﾝ･ﾈｯﾄﾜｰｸの確立、③本

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの内容及び協力に関する合意を得る、ことを目的とする。 
 
２ 日程（別冊資料１） 
平成 15年 7月 14・15日 ﾍﾞﾄﾅﾑ側との協議 

7月 17・18日 ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側との協議 
7月 21・22日 ﾐｬﾝﾏｰ側との協議 

 

３ 各国協議先機関 
（１）ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 
 イ 公共事業運輸省運輸総局 
 ロ 内務省ｺｰｽﾄｶﾞｰﾄﾞﾎﾟﾘｽ局 
 ハ 環境省汚染防止局 
ニ ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ国家石油公社 
 ホ ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙ市役所 
 
（２）ﾐｬﾝﾏｰ 
 イ 運輸省海事局 
 ロ ﾐｬﾝﾏｰ港湾公社 
 ハ 水資源・河川ｼｽﾃﾑ改善理事会 
 ニ 国家環境委員会 
 ホ ﾐｬﾝﾏｰ石油化学公社 
 
（３）ﾍﾞﾄﾅﾑ 
 イ VINASARCOM（国家捜索救助委員会） 
 ロ ﾍﾞﾄﾅﾑ海事警察 
ハ VINAMARINE（ﾍﾞﾄﾅﾑ海運総局） 
 ニ 天然資源環境省ﾍﾞﾄﾅﾑ環境保護庁 
 ホ PETRO VIETNAM（ﾍﾟﾄﾛ･ﾍﾞﾄﾅﾑ） 
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４ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾁｰﾑ構成 
（１）ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ（協議） 

日本海難防止協会 主任研究員           若林 邦芳（わかばやし くによし） 
同 主任研究員                         笠間 貴弘（かさま たかひろ） 
 

（２）ﾐｬﾝﾏｰ（協議） 
日本海難防止協会 主任研究員           若林 邦芳（わかばやし くによし） 
同 主任研究員                         笠間 貴弘（かさま たかひろ） 
 

（３）ﾍﾞﾄﾅﾑ 
イ Ａ班（ﾊﾉｲ協議班） 

A 日本海難防止協会 主任研究員          若林 邦芳（わかばやし くによし） 
B 同 主任研究員                        笠間 貴弘（かさま たかひろ） 
ロ Ｂ班（ﾊﾉｲ協議班及びﾊｲﾌｫﾝ地区視察） 

A 日本海難防止協会ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ所長          志村 格（しむら ただし） 
B 日本財団海洋船舶部国内事業課長        内海 宣幸（うつみ のぶゆき）  
ハ Ｃ班（ﾎｰﾁﾐﾝ調査班） 

A 日本海難防止協会ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ事務所所長代理 川越 功一（かわごえ こういち） 
B 海上災害防止ｾﾝﾀｰ主任教官            松田 毅（まつだ つよし） 

 
５ 協議結果（総括） 
（１）当方からの説明 
イ 関係機関に対しては、事前に今次ﾐｰﾃｨﾝｸﾞの趣旨をﾚﾀｰで通知の上、CMV ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全
体構想及び第一ﾌｪｰｽﾞの実施内容（ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｺｰｽ招聘及びﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開催）に関するﾍﾟｰﾊﾟｰ

を配布しておいた。（ﾚﾀｰ：別冊資料 3－1、ﾍﾟｰﾊﾟｰ：別冊資料４） 
ロ ﾍﾞﾄﾅﾑに対しては在ﾍﾞﾄﾅﾑ日本大使館とも連絡を取りながら、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの趣旨ﾚﾀｰ等

を関係機関に送付し理解を求めた。（ﾚﾀｰ：別冊資料 3－2参照） 
ハ 協議に際しては、関係の資料に基づき本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの意義、手法について適宜説明の上、

今後の協力のあり方について意見交換を実施した。 
 
（２）3カ国からの全般的な反応 
イ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの目的、全体像について理解を得た。特に人材育成に重点を置いた本ﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄは歓迎された。特にﾐｬﾝﾏｰでは、この時期に変らぬ支援を申し出た点を高く評価。 
ロ 環境保全に関し、関係機関職員のみならず一般の住民に対しても啓発活動を展開す

る必要性が再確認されるとともに、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開催による効果への期待が寄

せられた。 
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ハ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが、各国における関係機関間の協力推進のきっかけになっているとの感

触を得た。 
ニ 将来的には資器材の整備をお願いしたい旨の発言があった。（ﾍﾞﾄﾅﾑ・VINAMARINE、
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ･ｺｰｽﾄｶﾞｰﾄﾞ） 

 

（３）各国別ﾋｭｰﾏﾝ･ﾈｯﾄﾜｰｸ表 

関係機関との協議において、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施上の連絡窓口となる者をそれぞれ確定、右

が本件に係るﾋｭｰﾏﾝ･ﾈｯﾄﾜｰｸとなる旨説明し理解を得た。後日、各国別に連絡窓口一覧表を

別添のとおり作成し各国関係者に送付した。以後、本件に係る連絡は右連絡窓口を通じて

行うこととなった。（別冊資料５） 

 
（４）本件ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの全体窓口 
本年度ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの主催を含む本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ機関を次のとおり決定した。 
   －ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ－公共事業運輸省海運総局 
   －ﾐｬﾝﾏｰ－運輸省海事局 
   －ﾍﾞﾄﾅﾑ－VINASARCOM 

 
（５）検討事項  
イ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全体 

A ｾﾝﾀｰ研修 
・ ﾃｷｽﾄの現地語版を事前に配付する等、ｾﾝﾀｰでの研修をより充実したものとする方

策。 
B ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 
・ 油流出事故のｲﾝﾊﾟｸﾄを分り易く伝える講習の実現（事例紹介） 
・ 油流出事故発生時の油回収方法のみならず、補償制度、補償獲得のﾉｳﾊｳまでｶﾊﾞｰ

する講習の実現 
・ 講習会受講証書の発給の可否検討 

C ロジ関係 
・ ビザ取得のための外務省との連絡・調整 
・ ｾﾝﾀｰ講習での教材準備 
・ ﾉﾐﾈｰｼｮﾝ依頼ﾚﾀｰの発出 

ロ 個別の課題 
A ﾍﾞﾄﾅﾑ 
・ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの取り纏め機関を早急に関係機関間で調整させる。（VINASARCOM
には右再度要請済み） 
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B ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 
・ ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟをﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝのみならずｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙでも開催することの可能性検討。 
・ ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ参加者への謝金の処理。 

  Ｃ ﾐｬﾝﾏｰ 
・ 10月研修参加機関５機関の早期選抜 

 
６ 各国別協議結果 
（１）ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 
 イ 公共事業運輸省等 

17日公共事業運輸省において、ﾕﾃﾔ運輸総局長、ﾁｬﾝﾀﾞﾗ商船海事局長、ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙ第二
市長、及び環境省汚染対策局ｿｸﾊﾗﾊﾞｽ次長と協議したところ、先方の発言要旨次のとお

り。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A-1  公共事業運輸省ﾕﾃﾔ運輸総局長 
＜ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全般＞ 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの内容は理解した。それぞれの目的は明確であり、段階的に実施していく全

体計画を全面的に支持する。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが、11月の事前調査でｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側から表明され
た意向を反映している点を高く評価したい。 

 
＜ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ＞ 
＝ ｶﾝﾎﾞｼﾞｱでは、幸い大規模な油流出事故がまだないことから、関係機関の職員もさ

ることながら、一般の市民は油流出事故が与える影響についてｲﾒｰｼﾞが乏しく、なぜ

対応する必要があるかを実感できていない。自分としては早い時期からそれら一般

市民に対する啓発も行っていきたく、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの対象者に含むとともに、開催場所

も 1箇所といわず数箇所において実施していただきたい。 
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＝ 主催者 
・ 今後は、当局が中心となって油防除体制の整備を推進していく必要があり、ﾜｰｸｼ

ｮｯﾌﾟの開催などの活動はその第一歩として積極的に行っていきたいと考える。 
・ 他方、これまでこの種ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催経験がないので、正直な話、主催者として

務まるかどうかは不安。例えば、場所の確保にしても当局が管理する会議室は 20
人が限度で、予算を計上していないため別途の支出は困難。また、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱでは、

ｾﾐﾅｰなどの会合を開催した場合には、出席者に対し足代を払う特有の習慣があり、

主催者となってその分の支出を負担することは困難である。このような状況で主

催者として機能できるか自信がない。 
・ このようなことから、ｾﾐﾅｰ開催のﾉｳﾊｳ及び財政面について、是非日本側からの支

援をお願いしたい。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A-2  ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙ ｼﾊﾗ第二市長 
＜ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全般＞ 
昨年の事前調査に基づき、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側の意向を踏まえﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを計画いただいている

ことに感謝する。特に、ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙは油を積載した船の出入港が頻繁に行われ油流出事故

の発生の可能性が非常に高く、また漁港として、観光地としても重要な地域であり、早

急に油防除体制を整備するべき地域である。そういった意味で、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの中でもｼｱﾇｰ

ｸﾋﾞﾙをﾎｯﾄな地域と位置付けられている点を評価したい。 

PRAK SIHARA 

CHAN DARA LENG THUN YUTHEA 
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＜啓発活動について＞ 
環境保全については、関係機関のみならず住民の意識を高揚することも大変重要な要

素であり、それは地道に続けていくことと考えている。市行政としてもその点について

は今後積極的に行っていくこととしているが、この分野で経験をお持ちの日本から油流

出事故の与える影響、対応について教えていただきたく、是非、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟをｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙ

で開催いただき、関係者、住民に対する啓発活動のきっかけとしたいと考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
A-3  環境省汚染対策局ｿｸﾊﾗﾊﾞｽ次長 
啓発活動は環境行政の中でも重要な要素。特に油流出事故が発生した場合には、地域の

住民が対応することも多く、その場合、住民が行うべきこと、或いはやってはならなこと

を十分理解しておく必要がある。例えば、油分の流出・蒸発等による人体への影響につい

て最低限の知識は不可欠。更に、住民、住民の動きを統制する機関、実際に油処理に当た

る機関など、関係機関等の間での協力関係を構築する必要があるのはいうまでもない。 
いずれにしても、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが今後のｶﾝﾎﾞｼﾞｱの体制整備に大きく貢献することを確信

する。 
 

A-4  討議の結果 
各機関からの要望等について協議した結果次のとおり。 
＝ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの大枠について、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側は歓迎をもって了解。 
＝ 主催者は公共事業運輸省とし、担当はﾁｬﾝﾀﾞﾗ商船海事局長をもってあてる。 
＝ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ成功のため、その実施に際し、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側、日本側とも最大限の協力を

払う。 
 

PAK SOKHARAVUTH 
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なお、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開催地に関し、ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ、ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙの 2 箇所とする点について今後検討
することとした。 

 
B  内務省ﾗｵｽﾝﾊﾟ ｺｰｽﾄｶﾞｰﾄﾞ長官 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

18日ｺｰｽﾄｶﾞｰﾄﾞ・ﾗｵｽﾝパ長官に対し本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを説明し、先方の発言要旨次のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全般＞ 
  組織立てた計画であり評価する。 
 
＜油流出に関する日本での研修＞ 
・ 油流出事故について、現時点でほとんど知識のない者が参加することとなるので、

その点了解いただきたい。 

LAO SUNPA 
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・ 語学の面で心配がある。内容もさることながら、英語ができる職員が少ないので、

選抜が難しい。内務省にお願いして内務省から派遣させ、終了後、ｺｰｽﾄｶﾞｰﾄﾞで勤務

させるという手はある。 
 
＜資機材の確保＞ 
教育いただく点はありがたいが、資機材がなければせっかく習ったことも活用できず

意味がないと思う。是非、資機材の供与を前向きに考えて欲しい。（当方からは、本ﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄでは資機材の供与を考えていない旨回答した） 
 

C  国家石油公社ﾀﾗ総裁 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
18日国家石油公社タラ総裁に対し、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを説明し、先方の発言要旨次のとおり。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

TE DUONG TARA 
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＜本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全般＞ 
ＣＮＰＡとして、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを全面的に支持し協力する。 

 
＜個別＞ 
・ ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙに焦点を当てて実施することに賛成。ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙにおいては、港湾公社、海

軍も重要な役割を果たすので、是非、彼らをﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関連付けていただきたい。 
・ 研修・訓練を行う上で言葉は重要な問題。工夫が必要。 
・ ｶﾝﾎﾞｼﾞｱでのﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開催に際しては、関係機関との間で協力していく所存。 

 
＜参考＞ 
＝ 油流出対策ｼｽﾃﾑに関するＦ／Ｓ 
ｶﾅﾀﾞ国際開発庁からの財政支援を受け、本年 1月から 8ヶ月間の予定でＦ／Ｓを実
施中。 
＝ ﾄﾚﾝｻｯﾌﾟ移動訓練ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑへの投資を呼びかけている。 

 
＜先方からの情報提供＞ 
  ﾀﾗ総裁から、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関連する動きとして次の点に関する情報提供があった。 
＝ 油流出対策ｼｽﾃﾑに関する F/S 
・ ｶﾅﾀﾞ～実施中。今後は、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの関係を整理する必要がある。 
・ 関係資料 
・ ｶﾝﾎﾞｼﾞｱにおける油流出対応体制の F/Sに係るMOU（別冊資料６－１－１） 
・ 同MOU署名に係るﾌﾟﾚｽ･ﾘﾘｰｽ（別冊資料６－１－２） 
・ OSRCによる油流出に関するﾌﾟﾚｾﾞﾝ資料（別冊資料６－１－３） 

＝ ﾄﾚﾝｻｯﾌﾟ移動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（別冊資料６－１－４） 
原文のとおり。 

 
（２）ﾐｬﾝﾏｰ 

7 月 22 日、運輸副大臣及び関係省庁の高官の出席を得て、海事局長の司会で今後の進
め方について協議したところ次のとおり。 
イ 日時 
   平成 15年 7月 22日 1000～1200 
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ロ 場所 
運輸省会議室 

 
 
 
 
 
 
 
 
ハ 出席者（３０名：別冊資料６－２－１） 

  A 運輸省（幹部名簿：別冊資料６－２－２） 
運輸副大臣、海事局長、港湾公社総裁、水資源・河川ｼｽﾃﾑ改善局長、内陸水運局次

長 
B  動物・水産省水産局長 
C  外務省環境委員会 
D  ﾐｬﾝﾏｰ石油製品公社 
E  気象・海洋局総長 
F  ﾔﾝｺﾞﾝ市開発委員会次長 
G  その他 
  五星海運、沿岸貨物船協会、PI運輸株式会社、ﾐｬﾝﾏｰ水産連盟等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
ニ ﾐｰﾃｨﾝｸﾞにおける発言要旨 
  A 外務副大臣のｽﾋﾟｰﾁ 

・ 今回のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを歓迎する。環境保護については、関係機関の職員はもとより、

H.E. U PE THAN 

SOE WIN 

U TIN SOE 
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一般国民の環境保全に対する意識の高揚が不可欠。 
・ 今回、海洋汚染に関連のある機関をこのように集め、本件について皆で考える機

会を設けた。ﾐｬﾝﾏｰ政府として、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに誠実に対応し、効果的に活用させて

いただく所存。 
  B 在ﾐｬﾝﾏｰ日本国大使館照屋書記官ｽﾋﾟｰﾁ（別冊資料６－２－３） 
  C 海事局長 

・ 海上での油流出事故への対応については、1995 年海事局から国家としての対応
体制と各組織の所掌、及び運輸省内での各局の役割分担に係る提案を作成し、関

係省庁等に照会したが、今日まで議論されたことがないのは遺憾（別冊資料６－

２－４） 
・ 今回のこのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを契機に、あらためて海事局はその中核となって、国として

の体制を構築すべく、関係省庁とも連携を図りながら所要の作業を早急に実施す

ることとしている。 
・ よって、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについて、海事局としては前面的に支援する。ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開

催についても海事局で取り仕切って行うので、安心されたい。 
  D 五星海運 

・ 海上における事故の原因の８割はﾋｭｰﾏﾝ･ｴﾗｰから、残り２割は安全航行に問題が

あることで生ずる。 
・ 当社は船員の教育に充分配慮し、油流出事故を起こさないための航行安全の徹底

など、油流出事故発生防止策につき徹底的な指導を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

THAN THAN NWE 
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E 水資源・河川ｼｽﾃﾑ改善局長 
・ 住民が日常生活で生ずる廃油を河などに捨てることが水質の汚濁につながって。 
・ 汚水処理施設の整備も急務。工場廃水の浄化プラントを新設する計画もある。 
・ いずれにしても、人々が日々生活における環境保全意識の高揚がなによりも不可

欠。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

F 環境委員会 
・ 当委員会は、環境問題に関するﾌｫｰｶﾙ･ﾎﾟｲﾝﾄとして機能している。 
・ 委員会としての活動も、啓発、人的育成、協力関係、環境保全活動に力を入れて

おり、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはﾐｬﾝﾏｰのこのような環境政策に正に合致したもの。 
・ 是非、１０月の行政官ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞには当委員会からも参加させて欲しい。 

G 当方からの説明 
・ わが国は日本財団の支援を受けながら、ｱｾｱﾝ諸国に対しこれまでも支援を実施し

てきており、今後も人的支援を中核に引き続きｱｾｱﾝ諸国を強く支援していく所存。 
・ 油流出事故への対応は、関係省庁、民間企業、住民のそれぞれの協力があってこ

そ効果的。その意味から、10月の研修には参加者５人の枠は、多くの異なる機関
から選抜していただきたいと考える。 

 
ホ 所見・今後の取組み 

A この時期に、予定通り訪問しﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを提案したのは、ｱｾｱﾝに対する変わらぬ支援
をアピールするものとして、正に時宜を得たもので効果的であったと思料。 

B ﾐｬﾝﾏｰ側も、運輸副大臣主導で本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを推進すると明言しており、副大臣への
道筋をつけていただいた大使館と、今後とも協力してﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを推進することが肝要。 

C 事務的には、海事局を中核として、広く関係機関を巻き込んだ形で進めていく。ま
た、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟは、油流出によるｲﾝﾊﾟｸﾄと過去の事例研究に重点をおき、啓発活動のた

THAN HTOO 
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めに有効活用する。 
 
 へ 現地邦人との意見交換 

現地事情について説明を受けるとともに、関連資料を入手した。 
（別冊資料６－２－５） 

 
（３）ﾍﾞﾄﾅﾑ 
イ IVINASARCOM ﾃ総務部長 

15日 VINASARCOMテ総務部長に対し本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの説明を実施したところ、先方の
発言要旨次のとおり。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ ﾍﾞﾄﾅﾑの現状と本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対する評価 
・ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの提案はﾍﾞﾄﾅﾑにとって大変にありがたいこと。ﾍﾞﾄﾅﾑは主に南部に海

底油田を有し、油の海上輸送は活発であるが、そのためここ数年において油流出

事故が続けて発生している。油流出事故に対する我々の体制は現時点では不十分

であり、適切な対応には困難な状況にある。よって、我々としても、油流出事故

への対応については勉強をしたいと考えていた。 
・ 油流出事故に対応する体制としても、中央ﾚﾍﾞﾙでの組織上の体制しかなく、南部

のﾍﾟﾄﾛﾍﾞﾄﾅﾑが若干の資機材、人員を有するがとても十分とは言えない状況にある。

万一事故が発生した場合の対応の仕組み、関係機関への指示・連絡調整、及び作

業の流れが不明確であり、その点についても日本の経験を学びたいと考える。 
Ｂ VINASARCOMの役割 
・ 我々は汚染防除に関連する各機関の上部機関ではないが、事案が発生した場合に

NGUYEN DOAN CHAT 

PHAM QUOC TE 
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適切な指示を行う機能を有する。 
・ 各機関は、事案発生の情報を入手した場合には、その大小にかかわらず我々に一

方する義務があり、それぞれの責任に基づき対応する必要がある。その際、一つ

の機関で対応できない場合には我々が必要な調整を、わが国の能力で対応不可能

な場合いは、専門の機関、例えば EARLに対する要請を行う。 
・ 各機関の予算の項として、緊急時の対応経費が計上されているが、予算要求時に

は当該経費は我々の了承を必要とする。また当該予算を執行した場合に、決算す

る上で右が適切な執行であった否かの審査を我々が行う。 
・ 油流出事故への対応について、国内体制上のﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙは VINASARCOMであり、

2001年首相承認を得たﾍﾞﾄﾅﾑの油流出事故対策の計画の中で、VINASARCOMこ
そが国の窓口である旨明確に規定されている。 

Ｃ VINASARCOMの体制整備への取組み 
我々としては、2004年までに中部、南部に油流出事故対応を指揮するｾﾝﾀｰを設置し、
その後北部にも同様のｾﾝﾀｰを設ける予定。我々は油流出事故への対応能力を、当面は油

流出量 500㌧まで、その後 2010年までには油流出量 2000㌧までの事故に対応できる
体制を整備するとの数値目標を掲げ整備に当たっている。この整備には国の予算が充て

られるが、自ずと制限もあり、機材、人材育成の整備は予算にあわせ徐々に行う予定。 
Ｄ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対する期待 
＜専門家育成＞ 
油流出事故への対応については、実務に明るい専門家が不可欠と考えている。国内

の専門家としてはﾍﾟﾄﾛﾍﾞﾄﾅﾑに若干名いるのみで、国内にその種専門家を養成する機

関もない。油流出事故への対応を指揮するｾﾝﾀｰの指揮官は専門家でなくてはならず、

日本がそれらの専門家の要請に力を貸してくれることを切に希望している。 
＜啓発活動＞ 
環境保全についての啓発活動は、非常に大事なことだと考えており、関係者を招聘

してﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを開催することは一つの有意義な手法であると評価している。同時に、

一般の国民の理解を得ることも不可欠。 
＜協力関係の構築＞ 
我々の理解は、油流出事故への対応は一つの機関でおこなうのではなく、関係機関、

企業の責任において協力して実施することが肝要と理解している。更に国内外の協力

関係をﾈｯﾄﾜｰｸをﾍﾞｰｽに行うことは非常に有意義だと思っている。国ﾚﾍﾞﾙでの協力は、

現段階において残念ながらできていない。現在は企業のﾚﾍﾞﾙで国際的な協力関係を促

進する機能があるのみ。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが協力関係の推進に役立つものと期待している。 
＜ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ＞ 
・ 発表者が複数にまたがるので、内容が重複しないよう配慮する必要がある。 
・ 過去、日本において油流出事故が発生した際に、具体的にどのような対応を取っ
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たかという対応の実態を教えてほしい。被害拡大の局限の方策、更には各種損害

の補償の仕組み、実態について興味がある。 
Ｅ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ窓口 
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを進める上で、窓口を決める必要があるが、VINASARCOMがその任務
に当たるのが適当であり、我々としては喜んで引き受ける。内部関係機関との調整も

行うので安心してほしい。 
F  ｻﾝｺｳ:ｾﾝﾎﾟｳｶﾗﾉｼﾂﾓﾝ 
・ 招聘時の費用負担 
・ ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開催時の費用負担（会場手配、司会進行、サブは基本的にﾎｽﾄ国と回答） 
Ｇ その他 
本協議の際、先方から VINASARCOM設置法を入手した。（別冊資料６－３－１） 

 
ロ ﾍﾟﾄﾛﾍﾞﾄﾅﾑ ﾄﾞｳ総支配人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

14日ﾍﾟﾄﾛﾍﾞﾄﾅﾑPV総支配人ﾄﾞｳ氏に対し本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを説明したところ先方の発言要
旨次のとおり。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 DO VAN HA 
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Ａ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対する評価 
・ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄがﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾐｬﾝﾏｰ、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱのｱｾｱﾝ後発組に対する人材育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとし

て提案されたことに感謝する。ﾍﾞﾄﾅﾑは石油流出事故に対する警戒感を有しており、

体制整備を行う上での支援はありがたい。 
・ わが国の油流出事故対応体制の整備で一番重要でかつ緊急に整備する必要がある点

は、事故が発生した場合に、どのような勢力を投入しどのような戦略で対応するか

といった点を即座に決断する「現場指揮官」が必要である。現場海域の風や潮流の

情報、ヘリコプター投入といった物理的な提供は現在も可能であるが、どのように

対応すればいいのかのノウハウが欠落しており、右を他の国の経験から学びたい。

更に、その現場指揮官が空軍にヘリの派遣を要請した場合に、費用の請求はどのよ

うにして行われるのかといった点を含め、流出事故への対応全般の仕組みに関する

知見を伺い参考にしたい。 
 
Ｂ ﾍﾞﾄﾅﾑの油流出事故に対する体制 
＜政府としての対応＞ 
・ ﾍﾞﾄﾅﾑでの石油生産の大部分は南部が占めるが、南部海岸にはﾏﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ、水産資

源、ﾒｺﾝ川流域での米の栽培が盛んであり、更に海洋は観光の面からも貴重な資源

であることから、一度油流出事故が発生すれば様々な経済活動に深刻な影響を与

えるものである。その意味から、事故が発生した際には右をﾍﾞﾄﾅﾑ全体の問題と位

置づけた上での関係機関の連携が不可欠である。 

・ 油流出事故の対応を総括する政府の機関としては、VINASARCOM があるが、

数年前に新たに組織されたもので、人材・装備・機材の面でまだまだ弱い面があ

る。VINASARCOMは事故発生時の調整を主任務とする。この度、油流出事故の
発生時の対応体制の整備の一環として、ベトナムを北部、中部、南部の３つに分

け、それぞれの地域での油流出事故への対応の窓口を作る構想があり、南部の事

故発生時の窓口としてＰＶを指名してきた。石油生産活動が最も活発な南部をま

ず整備し、そこで得られた経験を生かして北部、中部も整備する予定。北部、中

部をどの機関が担当するかは承知していない。 
・ ＰＶが南部の油流出対応の窓口に指名されたことは、若干のジレンマを生んでい
る。それはＰＶが契約に基づく事業として対価を得て対応する側面と、国から委

託された機関として義務を帯びて無償で対応する側面を有す点である。後者につ

いて、国からの業務委託を受け業務を実施する以上、予算が計上される必要があ

るが、右は未だに確保されておらず、また当該窓口の設立自体も発表されていな

い。この点については、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの中で取り上げていただき、他の国の経験を生

かしたいと考えている。いずれにしても油防除体制全般について徹底した体制を

整備したいと考えており、財政面、行政手続の面で対応が制限されることがあっ
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てはならないと考える。 
＜PVの取組み＞ 
・ ＰＶの副社長は VINASARCOMのﾒﾝﾊﾞｰの一員であり、実際の業務を執り行うた
め、ＰＶのﾊﾉｲ事務所に 24時間体制の運用室を設け、油流出事故発生時の迅速な
立ち上がりに対応している。もちろん油流出事故ばかりではなく、中毒患者等の

病人の発生事故を含めた緊急事故全般に対応し、発生事案についてはその規模に

応じで VINASARCOMに報告している。 
・ ﾍﾟﾄﾛﾍﾞﾄﾅﾑ及び関係企業は油流出事故に対する対応はある程度準備済みであるが、

右は小規模事故に対するものであり、大規模なものについては対応できない現状

にある。 
・ PV としては、石油掘削に係る合弁事業の契約事項の一つとして、油流出事故へ
の対応を明記し、油流出事故発生に対応する 24時間体制を維持し、応急措置に必
要な最低限の機能を持たせることとしている。また、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの EARLとも契約
し、事故発生時の対応を確保している。 
ちなみに、VEＴSOVIPETRO?は、ｵｲﾙﾌｪﾝｽ、ﾀｸﾞﾎﾞｰﾄ、ｽｷﾏｰなどの資機材を、十
分ではないが独自で整備している。 

・ 油流出事故への対応については、ＰＶだけでは十分な対応ができず、特に政府と

しての支援が必要であり、例えば軍は調査のためのヘリを派遣する必要があり、

また沿岸地域の住民を動員する必要もあろう。 
 

Ｃ 地域的な協力 
・ 1975 年にﾗｵｽ以外のｱｾｱﾝ諸国の石油公社等で構成される「ｱｽｺｯﾄ」という機関が
あるが、ここ 2-3 年前からﾀｽｸﾌｫｰｽを組織し、ﾒﾝﾊﾞｰ国の人材、設備を横断的に活
用する方策、手続きの簡素化、調整･協力関係の構築の検討をはじめた。 

・ まだ 2 回目の会合が開催されたのみであるが、ﾒﾝﾊﾞｰ国内で事故が発生した場合
の協力体制構築のための長期ﾋﾞｼﾞｮﾝとして、今後様々な課題をｸﾘｱｰしながら確立

していと考えており、右には相当の時間がかかると考えている。 
・ ちなみにｱｽｺｯﾄのﾒﾝﾊﾞｰは、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱはｶﾝﾎﾞｼﾞｱ国家石油公社（Cambodia National 

Petrolium Authority）、ﾐｬﾝﾏｰはMOGE(Myanmar Oil & Gas Enterprise)。 
 
Ｄ 油流出事故発生件数等 
・ 2002年には 5件、2003年のⅰ四半期で既に 3件の油流出事故が発生しているが、
いずれも石油製品運搬中の船舶による事故であり、原油流出事故は発生していな

い。2002 年には、外国船とﾍﾟﾄﾛﾒｯｸｽとの船が衝突しﾃﾞｨｰｾﾞﾙ油が流出、油分は蒸
発したが水産資源に 2,000 万㌦相当の被害をもたらし、その補償について現在も
係争中。 
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このことからも、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟにおいて「事故が発生した場合の被害状況の評価」もテ

ーマとなりうる。 
・ 2003 年ハロン湾のﾍﾟﾄﾛﾒｯｸｽのﾀｰﾐﾅﾙでﾃﾞｨｰｾﾞﾙ油が流出したが、ﾌﾞｰﾑを使って対
処し被害は小さかった。 

・ ﾍﾞﾄﾅﾑ中部のｽﾞﾝｸに、年間 650 万ﾊﾞﾚﾙの精製能力を有する製油所が、時期は未定
だが建設される予定。掘削地から小型船で運搬するようになり、沿岸の船舶交通

の輻輳が予想され、衝突事故等による油流出事故発生の蓋然性が高まる。 
 
ハ VINAMARINE ﾀｲﾝ局長 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 15日 VINAMARINEのﾀｲﾝ局長に対し本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの概要を説明したところ、先方の発言
要旨次のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

NGUYEN VIET DZUNG 
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Ａ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの評価 
油防除というﾃｰﾏは非常に興味深いものであり、人材育成に焦点を当てている点も評

価したい。VINAMARINEは海を担当する国の機関として本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに積極的に参加し
ていきたい。 
 
Ｂ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対する要望等 
・ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを進める上で、窓口を一つに決めたらどうか？その場合、VINAMARINE

は当該窓口の業務を是非行いたいと考える。 
（これに対し、どこが行うかはﾍﾞﾄﾅﾑ側の関係機関で調整すべき事項である旨指摘

したところ、先方からは VINAMARINEが適当と繰り返すのみで、自ら関係機関
と調整するとの明確な意思表示はなかった） 

・ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおいて、資機材の供与を考えているか？過去、オスパー計画ではど

うだったのか? 
・ （当方から、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは考えてない、過去オスバー計画では資機材を供与し

た旨回答したところ、）過去、資機材の供与があったのであれば、ﾍﾞﾄﾅﾑも早くｱｾ

ｱﾝに加入しておけばよかった。後で加入した者に特別な扱いがないことは残念で

ある。 
 
ニ 海上警察ｼﾞｬｯﾌﾟ総長 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
15 日海上警察ジャップ総長に対しﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの概要を説明したところ、先方の発言要旨次の
とおり。 
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Ａ ﾍﾞﾄﾅﾑの現状 
・ ﾍﾞﾄﾅﾑは 320 キロに及ぶ海岸線を有し、北から南まで港湾ｼｽﾃﾑが整備されつつあ
り、ｵｲﾙﾀﾝｶｰを含め各港には多数の船舶が出入港する。更に船舶輸送に係る国際航

路を有し外国船を含め船舶の交通量が多い。また、海底油田から油を採掘してい

る。以上のことから、油流出事故発生の可能性が高いといえる。 
・ 油流出事故は環境問題に影響するだけでなく、漁業、観光などの産業に影響を与

えるものであり、その対応については海上警察としても興味がある。 
 
Ｂ 海上警察としての取組み 
・ 海上警察は設立された間もない機関であり、油流出事故への対応は今後勉強しな

くてはならいテーマと考えている。 
・ 海上警察としては、2006年及び 2007年に油回収専用船３隻を購入する計画があ
る。 

・ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが終わった段階で、油防除に必要な資機材の購入を予定したいので、

どのような資機材を購入すればいいのかのｱﾄﾞﾊﾞｲｽをいただきたい。 
 
Ｃ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの評価 
・ 海上警察としては、密輸、海賊、救難という業務に加え、今後、油防除について

も取り組んでいく予定であることから、今後の油流出事故への対応を考える上で、

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを通じ日本の知識・経験を勉強することは大変有意義だと考える。 
・ 職員への教育に関し、日本から専門家を派遣いただき、ここﾍﾞﾄﾅﾑにおいて集中

的な研修を実施していただけたらと考える。複数の者を対象にした研修であるの

で、言葉の問題、受講者数、渡航費用などを考えるとﾍﾞﾄﾅﾑで実施していただいた

HO MINH GIAP 

NGUYEN MINH 
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方が明らかに効率的である。 
 
ホ 資源環境省環境保全局ﾀﾝ課長 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 15 日資源環境省環境保全局タン担当課長にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ説明を行ったところ先方の回答概要
次のとおり。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ ﾍﾞﾄﾅﾑにおける環境行政の経緯・所掌 
・ 1990 年代、当時の科学環境省環境局が主体となって油流出に関する規定を制定
（環境保全法？） 

HAU CHIEN THANG 
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・ 現在、ﾍﾞﾄﾅﾑの環境行政全般については、資源環境省が総括している。当省は、

環境政策局、環境影響評価局（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等の環境影響の審査）、環境保全局からな

り、VINASARCOMのﾒﾝﾊﾞｰでもある。 
・ 環境保全担当局 
・ 1997年、油流出事故発生等の緊急時対応策を策定するため、油流出に関するｾﾐﾅ
ｰを開催した。今回、PEMSEA との共催でﾎｰﾁﾐﾝにおいて、EARL、豪州、
VINAMARINE から講師の派遣を得て、タイから 7 名、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱから５名、ﾍﾞﾄﾅﾑ
から 9名の出席者に対し油流出対策に関する訓練ｺｰｽを開催した。 

・ VIASARCOMでは、当局は科学的側面、技術面でのｻﾎﾟｰﾄが主任務。 
・ 油流出事故によって生じた損害に関し、環境の回復、損害賠償に関する相談につ

いても取り扱っている。 
 
Ｂ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対する評価 
・ ｵｽﾊﾟｰ計画に関連して、数年前、日本から資機材の供与の話があったが、当時は

ﾍﾞﾄﾅﾑとして受け入れる時期になかった。今回、このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはﾀｲﾐﾝｸﾞ的にもよく、

当局としても是非積極的に受け入れ活用していきたい。 
・ 人材育成に主眼を置いている点、更に育成の対象としている人材として、①現場

の作業者、②現場指揮官、③国レベルの政策、といった 3 段階で考慮されている
点は評価できる。 

・ ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催について、例えば PEMSEAといった他の機関と連携して開催す
ることも考えてはどうか？また講義内容などについても、今後一緒になって検討

させていただきたい。 
 
Ｃ 油流出事故に対するﾍﾞﾄﾅﾑの対応 
・ 2001 年、油流出事故対策に関する計画を承認した。現在、対策ｾﾝﾀｰ―の設立準
備中であり、南部はﾍﾟﾄﾛﾍﾞﾄﾅﾑが、中部は軍系の企業が担当とすることとなろう。 

・ この対策ｾﾝﾀｰについては現在国内の関係機関の間で、公的機関なのか？それとも

ｻｰﾋﾞｽ企業なのかという点で議論がなされており、現在も検討の途上にある。他方、

政府としては一旦決定したものでもあり実行せざるを得ない状況にある。 
・ この対策ｾﾝﾀにいわゆる現場指揮官が配置され、事故発生時の現場対応に当たる

構想である。 
 
Ｄ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの窓口 
・ 通常、ﾍﾞﾄﾅﾑにおいてﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを立ち上げる時には、首相から窓口機関と指名さ

れた機関が関係省庁との連絡・調整を取りながら進めていく。本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおい

ても、内容が当局以外にも VINAMARINE等が関係してくる事業であることから
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も、同様の窓口機関が必要。 
・ 今回、例えば日本海難防止協会側から当該窓口機関を提案することも可能。それ

を受け、当該窓口機関が政府に対し説明し、政府からの指示により最終決定とい

う形は取れる。 
・ 個人的には VINASARCOM が本来窓口となるべきであるが、何分、この分野の
専門家がいないことから能力には限界がある。VINAMARINE は、緊急時計画の策
定の際には呼びかけても参加しなかったが、最近においては、環境問題を自分達の

対応すべき分野と自覚し積極的に実施しようとしており、我々も右を歓迎している。 
・ 当局はﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの窓口とはなれないが、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進のため協力は惜しまない。 
Ｅ その他 
本会議の際、先方から同省設置法及び環境保護庁設置法を入手した。 

（別冊資料６－３－２） 
 
 



 

 

 

 

 
Ⅱ 油防除に関する研修の招聘 
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Ⅱ 油防除に関する研修の招聘 

 

１ 目的 

  各国の中央の関係機関にあって、将来的に国内体制整備に携わる専門官

（Assistant to the Director）ｸﾗｽの海洋汚染担当者をわが国に招聘し、油防除の

現場実務についての基礎的な研修を受講させ、そのﾉｳﾊｳを習得させた上で、今後の

体制整備のあり方の検討に資することを目的とする。 

 

２ 研修機関 

  海上災害防止ｾﾝﾀｰ 

 

３ 研修期間 

  平成 15 年 10 月 20 日（月）～24 日（金）まで 5日間 

 

４ 研修内容（研修内容：別冊資料２０、研修修了証：別冊資料２１） 

  ＩＭＯ標準ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ･ｺｰｽに準拠した研修内容であり、研修終了後「修了証」を授与。 

[研修項目]
月日 時間 履修項目 区分

18日（土）ﾊﾞﾝｺｸより夜行便にて成田7：30着（15名）
10月19日 成田よりﾘﾑｼﾞﾝﾊﾞｽ、京浜急行を利用して横須賀ｾﾝﾄﾗﾙﾎﾃﾙへ
（日） 　11:00～ ﾎﾃﾙにて打合せ

09:00～09：40 開講式、写真撮影
10:00～12：00 流出事故への対応の意義 座学

10月20日 　　　　　（油の種類、性状、影響等含む） 〃
（月） 12:00～13：00 昼食

13:00～14：20 流出油の拡散防止措置手法 座学
14:40～17：00 各種オイルフェンスの取扱実習 実習
09:00～10：30 流出油の回収 座学

10月21日 10:50～12：00 流出油の分散処理（油分散剤） 〃
（火） 12:00～13：00 昼食

13:00～17：00 油処理剤水槽実験 実習
各種回収装置の取扱実習 〃

09:00～10：10 事故事例 座学
10月22日 10:30～12：00 海岸清掃、保管、処分 〃
（水） 12:00～13：00 昼食

13:00～17：00 海岸清掃実習 実習
沿岸海域での回収実習 〃

09:00～12：00 沿岸における防除手法、ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ計画 座学
10月23日 （実習海域の想定を与え、研修生が防除作業の計画を立案） 〃
（木） 12:00～13：00 昼食

13:00～15：30 沿岸総合実習（準備、実施） 実習
15:50～17：00 沿岸総合実習の評価 実習・座学
09:00～11：00 危機管理（緊急時計画、現場の安全、ﾒﾃﾞｨｱ対応含む） 座学
11:20～12：00 MARPOL73/78 〃

10月24日 12:00～13：00 昼食
（金） 13:00～13：30 OPRC 座学

13:40～14：40 日本及び他国の流出油防除体制 〃
15:00～16：30 将来の防除体制に関する意見交換 ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ

（ｶﾝﾄﾘｰﾚﾎﾟｰﾄの発表含む） 〃
16:30～17：00 終了式
　17:00～ 帰国のため研修所からﾎﾃﾙｺｽﾓ横浜へ移動

YCATよりﾘﾑｼﾞﾝﾊﾞｽにて成田空港へ
10月25日 　11:00～ ﾊﾞﾝｺｸ経由で各国へ（15名）
（土）

◎研修場所
　　海上災害防止センター横須賀研修所
　　横須賀市新港町13番地　　電話　046-826-3660
◎宿泊先（招聘者）
　①横須賀ｾﾝﾄﾗﾙﾎﾃﾙ[10月19日（日）～23日（木）]
　　横須賀市若松町2-8　　電話　0468-25-0837
　②ﾎﾃﾙｺｽﾓ横浜[10月24日（金）]
　　横浜市西区北幸2-9-1　電話　045-314-3111

平成15年度
CMVプロジェクト研修
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５ 各国研修生（研修生名簿：別冊資料２２） 

  油防除に関係する各国国内の関係五機関から各１名、3カ国で計 15 名を招聘した。 

（１）ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 
 イ 公共事業運輸省運輸総局 
 ロ 内務省ｺｰｽﾄｶﾞｰﾄﾞﾎﾟﾘｽ局 
 ハ 環境省汚染防止局 
ニ ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ国家石油公社 
 ホ ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙ市役所 
 
（２）ﾐｬﾝﾏｰ 
 イ 運輸省海事局 
 ロ ﾐｬﾝﾏｰ港湾公社 
 ハ 水資源・河川ｼｽﾃﾑ改善理事会 
 ニ 国家環境委員会 
 ホ ﾐｬﾝﾏｰ石油化学公社 
 
（３）ﾍﾞﾄﾅﾑ 
 イ VINASARCOM（国家捜索救助委員会） 
 ロ ﾍﾞﾄﾅﾑ海事警察 
ハ VINAMARINE（ﾍﾞﾄﾅﾑ海運総局） 
 ニ 天然資源環境省ﾍﾞﾄﾅﾑ環境保護庁 
 ホ PETRO VIETNAM（ﾍﾟﾄﾛ･ﾍﾞﾄﾅﾑ） 
 

６ 組織概要ﾚﾎﾟｰﾄ（別冊資料２３） 

参加した研修生には、所属する機関の所掌及び油防除に関連する情報をﾚﾎﾟｰﾄさせ

た。右を取りまとめると次のとおり。 

（１）ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 

イ Mr. Nhem Savong（公共労働・運輸省、海洋船舶部） 
海洋船舶部は若い課であり、具体的な油防除対応組織はない。現在事故が起き

た場合は港湾当局や海軍、ソキメック社などとの協力のもと、当課が調整役とし

て活動する仕組みである。しかし未だ流出事故の経験がないため、人材や設備に

関しては非常に不足しており今後は防除体制を整備する意識を高めることが課

題となる。 
ロ Mr. Lam Bun Thar（内務省、海上警察） 
内務省は各地方自治体の統括という役割と犯罪やテロ活動の防止や抑制とい

う警察権の統括、また ID カードやパスポート、ビザの発行などを行っている。
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その中で、インターポルは 1923年にテロや海上犯罪などを防止するために１９
２３年に設立された。油流出事故の際は関係機関と共に活動するが、この訓練を

通して必要な知識を身に付けたい。 
ハ Mr. Mao Vanchann（環境省、汚染防止課） 
環境省は国内環境の管理を目的として 1993年に設立された。環境省は環境保
護を目的とした国際条約への参加、油防除活動に関する教育や関係官省庁との情

報交換等を行う責任がある。しかし、環境省自体が設立されて間もないこともあ

り防除対応に関して人材や設備が不足している。政府や関連機関との協調がこれ

からは最も大切になる。 
ニ Mr.Sam Nito（石油公社） 
カンボジア石油公社は流出事故に際し緊急対応手続き等の改善に責任を持つ。

計画では防除部隊に関しては 5人から 10人の専門チームで構成されそのうち一
人は基地責任者となる予定である。設備としては倉庫、一時貯蔵タンク、油水分

離機等を保有する必要がある。将来的には防除資機材の整備、分散剤の使用技術

の習得、廃棄物の処理方法、緊急計画の立案等に取り組みたい。 
ホ Mr. Sun Sokhan（シアヌークビル市） 
シアヌークビル港はタイ湾に面した国際港の一つで、当市の災害対策委員会は

第 2市長が委員長となっている。油防除活動については経験がないが、事故の際
は委員を召集し対応計画について協議する。資機材は石油会社所有のオイルフェ

ンス（420m）。防除部隊は石油会社社員、軍人、警察、市民ボランティアなどで
ある。将来的には海洋災害防除部隊を設立すべきだと考える。 

（２）ﾐｬﾝﾏｰ 

イ Mr. Thant Zin Oo（運輸省、海事局） 
海事局は運輸省の下で海上安全、海洋環境の保護を目的としており、油流出事

故の際は防除計画を指揮する役割を担う。防除活動は他の関係省庁と一致して行

う。しかし資機材の面では最小限のものしか装備していないという事実があり、

これからは運輸省の下で専門の防除部隊を組織することが望ましい。 
ロ Mr. Nyunt Win（港湾局） 
ミャンマーの港湾は全て港湾局によって管理されている。流出事故の際は他の

機関と協力しつつタグを提供したり、現場へ注意の呼びかけなどを行う。港湾局

の設備としては消火船、サルベージ船等があり、防除活動に必要な装備は船社や

地方自治体が持っているのでこれらの機関と連携して活動を行う。将来的にはよ

り効果的で、確かな人的ネットワークの設立を目指す。 
ハ Mr. Aye Ko Ko（河川・水資源監査局） 
当局は内水の船舶航行安全や河川による侵食防止等、内水や河川に関する業務

全般を行っている。こうした地域において流出事故が発生した際は、当局が所有
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する浚渫機械等を用いて他機関と協力しつつ防除活動に努めるが、資機材は限ら

れている。将来的には専門の防除部隊の形成が望ましい。 
ニ Mr. Kyaw San Naing（環境委員会） 
当委員会は海洋資源、海洋環境を含む環境全般の保護を目的として 1990年に
設立された。議長は外務大臣が勤め、委員は環境問題を扱う各省庁の部署の長で

構成される。ミャンマーでは未だ深刻な流出事故は起っていないが、これからの

経済的発展に鑑み、1997 年に環境保護促進等を主旨とした「ミャンマー行動計
画 21」を打ち立てた。将来的には防除センターの設立等が必要となるであろう。 
ホ Mr. Ne Lin（石油化学会社） 
この会社はエネルギー省の下にあり LPG やビチュメン等、石油化学製品を製
造している。この会社には特別な油防除教育プログラムがあり、事故発生時には

関係機関と連携しつつ対処することになっている。将来的には装備や訓練を十分

にされた油防除部隊を立ち上げることが望ましく、当方からもぜひ参加したいと

思っている。 
（３）ﾍﾞﾄﾅﾑ 

イ Mr. Nguyen Ngoc Son（ビナサーコム、捜索救助委員会） 
油流出事故に関して現在、政府は国内の地域ごとに 3つの防除活動センターを
設立している。1999 年には政府首相によって国内油防除に関する緊急時計画の
策定と実施を委託された。当委員会の委員長は政府の副首相であり、その他の委

員も関係省庁からの人材である。将来的には緊急時の情報伝達能力強化、捜索救

助に関する諸外国との協力強化、政府による資金面での援助などが必要である。 
ロ Mr. Phu Van Lam（海上警察） 
海上警察は領海内の保安上の職務を担っており、その中には海洋環境の保護と

して油防除活動も含まれる。海上警察は個人の生命や財産を護るために他の機関

と協力したり、捜索救助活動に参加する等の活動を行う。しかし流出事故に関し

ては経験がないため、この訓練をきっかけにして新たな力としていきたい。 
ハ Mr. Vu Manh Long（ビナマリン、港湾局） 
港湾局は海洋分野の規則の制定や海難事故の調査、流出事故関連等が主要業務

である。防除資機材についてはオイルフェンスや分散材、スキマー等が地方のタ

ンカーターミナルに設備されている。さらに流出油の扱いに責任のあるチームが

3チーム存在している。しかし緊急時計画や法的な整備、また資機材が十分でな
い、などの面もあり日本など先進国はこうした面でより活発に援助する必要があ

ると考える。 
ニ Ms. Tran Thi Le Anh（天然資源・環境省、環境保護局） 
当局は天然資源・環境省のもとにあり汚染防止や環境保護の面を担当している。

油流出事故に関しては首相の指示の下、旧科学技術・環境省は 1995年に油防除
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対応の概要を公表した。更なる体制の改善のため緊急対応計画の見直しや、防除

部隊に対する防除訓練の実施や補償体制の整備等が提案される。 
ホ Mr. Ho Vu Hai（石油会社） 
当社は油防除と環境保護を主要な活動の一つとしており 2002年には国内の油
防除訓練に調整役として参加した。業務としては緊急時計画や環境情報マップの

調査作成から廃棄物の処理までを手がけているが、顧客の 9割は国内である。人
材は、専門家として毎年国内外の油防除訓練に参加しており、資機材としてはオ

イルフェンス、スキマー、分散剤、一時貯蔵タンク、吸着材等を設備している。

加えて同社は南部ベトナムで発生したいくつかの防除作業において経験がある。 
 

７ 意見交換会（各国のｶﾝﾄﾘｰﾚﾎﾟｰﾄ：別冊資料２４） 

研修の最終日、「将来の防除体制に関する意見交換会」を開催し、各国研修生の代

表が、油防除体制に焦点を当て自国のｶﾝﾄﾘｰ･ﾚﾎﾟｰﾄを行った後、質疑応答を含め概要

次の通りの意見交換を実施した。（○講師、△研修生、□主催者・事務局） 

（１）ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ（ｶﾝﾄﾘｰﾚﾎﾟｰﾄ：別冊資料 24-1-1） 

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱからは、現状説明が行われた後、結論として「ｶﾝﾎﾞｼﾞｱの海洋船舶部はと

ても若い組織だと言える。すべてが始まったばかりであり、経験に基づいたさらな

る援助と時間が必要である。人的資源は非常に重要視しており、油流出対策におけ

るカンボジア海洋船舶部の主要な要素と考えている。これらの目的のため、海洋船

舶部からこの訓練ｺｰｽの参加に我々が送られた。 
我々は帰国後近い将来において、油汚染の知識を利害関係者に普及させるという

とても重要な任務を果たすことができることをうれしく思っている。」との説明が

あった。その後の質疑応答の概要は次のとおり。 
□ 日本ではナホトカ事故の教訓からボランティアとして来た人に現場では何を

して良いのか何をしたら悪いのかを教える必要がある事が分かった。カンボ

ジアでは事故が起こった際にどこの省庁が一般の人に指導するのか。 

△ 特に現在はボランティアを導入する機関は無い。事故が起こった場合は海洋

商業省の指示を受けるがその前に国王の許可を求める必要がある。 

△ いったん事故が起こったならばまずは警察へ報告される。その後、首相の下

に対策本部が設置され、その後、指示が各地元へ下る。資材も首相からの命

令により供給されるが、必要であれば全国から資材の要求が出来る。 

（２）ﾐｬﾝﾏｰ･ｶﾝﾄﾘｰﾚﾎﾟｰﾄ（ｶﾝﾄﾘｰﾚﾎﾟｰﾄ：別冊資料 24-1-2） 

ﾐｬﾝﾏｰからは、現状説明が行われた後、ｺﾒﾝﾄとして「油防除部隊は当面の防除作

業を成功させるため効果的な設備と熟練した人材から構成されるべきである。 
油防除作業は大変困難であるため防除部隊は幅広い知識を持ち、技術者や船舶運

用に関する専門家、沿岸地域の専門家、生物学者や法律家など、異なる教育的背景
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を持つ人々を含むべきである。このため、特定の知識や特に高度化された専門的知

識を持つならば、異なる部課であっても油防除活動に協力すべきである。 
訓練や実習もまた防除活動を成功させるために必要である。防除活動に指名され

た人材は資機材を使いこなし、指定された地域において効果的な活動ができる防除

隊を形成できるような訓練をされていなければならない。 
有効な資機材もまた活動を成功させるためには大切な役割である。このため、オ

イルフェンスやスキマー、油吸着剤、回収船やはしけ、バキュームトラックやポン

プなどの資機材を購入するときは品質の良いものを選ぶことが大切である。 
最後に、資器材の購入や人材を訓練するには外部からの財政的援助が必要であ

る。」との説明があった。その後質疑応答の概要は次のとおり。 
□ ミャンマーでは石油ターミナルが河を遡った所にあるが、多くは海岸線から何

マイルのところにあるのか。 

△ ほとんどのターミナルが首都ヤンゴンからおよそ３０マイル(約６０km 以内)

までに点在している。そのためいったん上流のターミナルで事故がおきれば、

その被害は河全域に広がる恐れがある。 

 

（３）ﾍﾞﾄﾅﾑ･ｶﾝﾄﾘｰﾚﾎﾟｰﾄ 

ﾍﾞﾄﾅﾑからは現状説明が行われた後、更なる発展のため以下の点を提案する。 
・国内油流出緊急計画の開発 
・油防除活動に関わる個人への訓練プログラム 
・環境被害に対する補償やｸﾚｰﾑについての法律の制定、すなわち油流出基金の料

金の徴収 
・防除活動の見本の更新と高い潜在的な危険がある地域においての GIS の開発
と利用 
・油汚染に対する監視機能の開発 
・油汚染に関する国際会議への参加 
・地域的また国際的な協力活動への参加 
△ 何度も油流出事故の経験があったようだが、それぞれの船主側からは何らか

の補償は出されたのか。 

△ 補償制度はあるがそれによってなかなかカバーされていないのが現状。船主

への請求はするが何年たっても払ってもらえないことが多い。 

△ それに付け加えると、ベトナムでは２ヶ月前(２００３年８月)に CLC に批准

した。 

来年７月に同条約に加盟する予定である。 

 

○ １９９９年に日韓で会談が行われ、それによって韓国、ロシアとの海上合同
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訓練に参加した。これからも同様の訓練が行われる予定である。 

△ カンボジアとしても将来的な油防除体制に関してこの討論に参加されてい

るような近隣諸国と協力体制を構築していきたいと思っている。 

○ 来年１月の油防除に関するワークショップに隊員１名を派遣予定である。日

本国内では油防除のための演習は毎年各地で官民一体となり行われている。

防除隊は毎年６～８件の演習において指揮者として訓練の計画から実施ま

でを担当している。各国におかれては、それぞれの国の油防除体制を見直し、

実際の事故が起きたときに実行可能な計画であるのかを見直していただき

たい。 

□ 日本には油流出事故発生時に発動するであろう多くの関係省庁が存在する。

それぞれの省庁では予算もまた人員も異なっている。文書的には省庁間は協

力体制にあるが、実際の事故となると難しいのが現実であり、機関の間で協

調することの必要性を感じている。ここにおられる日本に来られた各国５名

の方は偶然の出会いかもしれないが、この訓練の機会が各国の油防除体制を

さらに強化するものであり、このことによって各国と日本との友好に繋がる

事を希望する。 

 

８ 研修生のｺﾒﾝﾄ（別冊資料２５） 

研修終了後、本研修に関するｱﾝｹｰﾄを実施、全般的には研修内容は高く評価された

が、研修期間の延長を希望する意見も出された。 

（１）ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 

A 公共事業･運輸省海事局：NHEM SAVONG 
この研修はわが国、特に海事局にとって非常に重要であり、このｺｰｽを通じ油防

除の現場作業に関する知識を習得できた。本国に帰ったら、私はこの研修で得た知

識を我々の仲間に伝達するという重要な役割がある。最後に、私にこのような機会

を与えてくれた日本財団と、日本海難防止協会及びMDPCに深く感謝いたします。 
 
B 内務省・ｺｰｽﾄｶﾞｰﾄﾞﾎﾟﾘｽ：LAM BUN THAR 
油流出災害という大変危険で有害な災害に関し、右を防止し、発生した場合の対

応方法と計画を策定する責務を有する我々関係機関にとって、このｺｰｽは非常に有

意義であった。興味深い講義と陸上・洋上実習を通じ、我々の責務と役割を理解す

ることができた。 
 
C 環境省・汚染防除局：MAO VANCHANN 
このｺｰｽはわが国にとって、さらに世界の国々にとって非常に有益である。ただ、

今回の研修は非常に短期間であり、更に実習の時間が極端に限定されたものであっ
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た。実習を含めこの種研修は少なくとも 1ヶ月以上の期間をかけて実施すべき。と

はいえ、今回の研修は非常に円滑に運営され、成功裏に終了することができた。感

謝いたします。 

D ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ国家石油公社：SAM NITO 
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱの現状では、河川、湖、及びタイ湾において油流出事故が発生しても、

それに伴う環境問題に対処する能力は未だない。開発事業が早い速度で行われてお

り右は問題化している。ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ沖合いでの油田開発事業に先立ち、今回の講義で

習った事柄は、関係機関の間で共有することができる。今回の研修は CMV ﾌﾟﾛｼﾞ
ｪｸﾄとしての基礎的なｽﾀｰﾄﾗｲﾝであり、我々としてはまだまだ学ぶものがあると感じ

ている。CMV ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに感謝します。 
 

E ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙ市：SUN SOKHAN 
今回の研修で油防除の知識を得ることが出来、日本海難防止協会の皆様、日本財

団、そしてMDPCのｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの皆様に厚く感謝いたします。できれば次の点を次
回考慮いただきたい。①空港からホテルまでの移動に関し、研修参加者は多くの荷

物を抱えているため、バス、電車の乗り継ぎがなくてすむよう、空港から直接ホテ

ルまでバスなどで輸送してほしい。②研修中、観光の機会を設けてほしい。 
（２）ﾐｬﾝﾏｰ 

A 運輸省・海事局：THANT ZIN OO 
この研修のおかげで、油防除に関する知識と技術を得ることができてよかった。 
 

B ﾐｬﾝﾏｰ港湾公社：NYUNT WIN 
今回、油防除に関する知識を習得できた。今後は現場での実習・訓練が更に必要

と感じた。 
 

C 水資源・河川ｼｽﾃﾑ改善局：AYA KO KO 
現場における実習・訓練の時間がもっと必要であると感じた。 
 

E 国家環境委員会：KYAW SAN NAING 
この研修に参加したことで、油防除に関し、我々はなにをすべきで、今後なにを

する必要があるかを知ることができた。本件研修の運営管理及び全体的なｱﾚﾝｼﾞは

素晴らしかった。もし出来るならば、このｺｰｽを 7－8 日間に延ばしてほしい。そ
うすれば更なる講義と実習の時間が取れ有意義である。 

 
G ﾐｬﾝﾏｰ石油化学公社：NE LIN 
我々は今回このｺｰｽに参加できて本当に光栄です。この研修で得た知識は、今後
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私が仕事をする上でも非常に有益なものと考えます。 
（３）ﾍﾞﾄﾅﾑ 

A VINASARCOM : NGUYEN NGOC SON 
講義等で教えていただいた内容の英語版ﾌﾙﾃｷｽﾄをいただきたい。ありがとうござ

いました。 
 
B 海上警察：PHU VAN LAM 
今回受講したｺｰｽは、私自身にとって、更にﾍﾞﾄﾅﾑ及び海上警察にとって非常に興

味深いものであった。 
 
C VINAMARINE : VU MANH LONG 
ｺｰｽでは経験・技術共に豊富なｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰと種々の機材が用意され、ｺｰｽの内容もよ

くまとまっていた。厳格で規律正しかった。実習中の写真撮影は許可されるべき。

言葉の壁があった。重要なｽﾗｲﾄﾞは参加者に提供されるべき。 
 
D 資源環境省・環境保全局：TRAN THI LE ANH 
このﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｺｰｽで我々は理論と実際を両方学び大変有益であった。特に日本が有

する貴重な経験と油防除に関する技術を学ぶことができた。更に日本人の規律正し

さと仕事に対する真摯さを学んだ。ありがとうございました。 
 
E PETRO VIETNAM : HO VU HAI 

MDPCの施設は整備され機材も豊富であり、教官の方々もまさに専門家であり
真摯な態度であった。ｺｰｽ自体も理論と実習双方においてわかりやすくてよかった。

（質問として）MDPC には、補償ｸﾚｰﾑの方法や油汚染の影響評価に携わる者を対
象とした個別の研修ｺｰｽがあるのですか？  

 



 

 

 

 

 
Ⅲ 「油流出が与えるインパクトと対応」に係る 

ﾜｰｸ･ｼｮｯﾌﾟ（WS）の開催 
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Ⅲ 「油流出が与えるｲﾝﾊﾟｸﾄと対応」に係るﾜｰｸ･ｼｮｯﾌﾟＷＳの開催 
 
１ 目的 
 啓発活動の一環としてﾜｰｸｼｮｯﾌﾟをＣＭＶ各国で開催し、油流出が経済、環境、観光、市

民生活など広範囲にわたって影響を与えること、そのため国ﾚﾍﾞﾙ、地域ﾚﾍﾞﾙ、更には組織

や個人ﾚﾍﾞﾙで右に対する「備え」が必要であり、その上で関係機関の間や国際的な協力が

不可欠であるとのﾒｯｾｰｼﾞを送り、参加者の理解と行動を促す機会を設けることを目的とす

る。 
 
２ ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催・運営 
（１）主催者 

各国における油流出事故対応のﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ機関にＷＳの開催を任せた。 
イ ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ－公共事業・運輸省運輸総局 
ロ ﾐｬﾝﾏｰ －運輸省海事局 
ハ ﾍﾞﾄﾅﾑ －VINASARCOM 

 
（２）ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・進行・言語（ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：別冊資料３０） 

主催者側が司会役となってﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに沿って進行し、日本の専門家による講義は逐次

通訳を行い、ＷＳの全てを現地語で行った。 
 

（３）ｵｰﾌﾟﾆﾝｸﾞ及びｸﾛｰｼﾞﾝｸﾞ・ｱﾄﾞﾚｽ（別冊資料３１） 
WS開催に先立ち、各国において①主催者側、②日本財団及び③在日本大使館（ｶﾝﾎﾞ
ｼﾞｱ、ﾐｬﾝﾏｰ）の代表者からそれぞれ挨拶があり、本WS開催に際する日本財団の支援へ
の謝意と本WS開催の重要性が指摘された。またWS閉会にあたり主催者側から再度日
本財団への謝意と今後の展望が表明された。 

 
（４）講演者と講演内容 
 イ 日本側専門家 
Ａ 海上災害防止ｾﾝﾀｰ防災訓練所主任教官 
松田毅氏  「油流出事故のｲﾝﾊﾟｸﾄ」 

Ｂ 海上保安庁第三管区海上保安本部機動防除隊副隊長 
寺田周弘氏 「油流出事故への取組み」 

Ｃ 両氏による合同講義 「油流出事故発生から終結まで」 
 ロ 主催国側 

平成 15年 10月に海上災害防止ｾﾝﾀｰで研修を受けた各国 5名の研修生が、研修で習得
した知識･経験をﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸする形で、次の項目について講義を行った。 
Ａ 流出油の種類・性状等・流出油の分散処理 
Ｂ 流出油の拡散防止・回収・保管・処分 
Ｃ 沿岸における油防除手法 
Ｄ 油濁賠償制度・費用請求 
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Ｅ 緊急時対応計画 
 

（５）ＷＳ出席者（別冊資料３２） 
油流出事故発生時に対応すべき政府機関関係者のみならず、自治体関係者やＮＧＯを

含む広い範囲の方々の出席を得た。出席者総数はｶﾝﾎﾞｼﾞｱ約 70名、ﾐｬﾝﾏｰ約 100名、ﾍﾞ
ﾄﾅﾑ約 100名。 

 
（６）ﾃｷｽﾄ 

ＷＳ後の参考となるよう、出席者全員に発表内容の現地語資料を配布した。 
 
（７）各国でのWSの様子（別冊資料３３） 
 イ ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ロ ﾐｬﾝﾏｰ 
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 ハ ﾍﾞﾄﾅﾑ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（８）ﾌﾟﾚｽ関係（別冊資料３４） 

各国とも本WSの様子はﾆｭｰｽ番組等で大きく取り上げられ、また日刊・週間の各紙（現
地語）でも取り上げられ、本件の関心の高さを伺わせた。 

 
３ 各国でのﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開催結果 
（１）ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 
イ ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側の対応 
Ａ 本ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟは、油流出事故への対応に関するｾﾐﾅｰとしては、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱで初めて開催

されたものであり、公共事業・運輸省としてもWS開催のため相当の勢力を投入し
準備した由。 

Ｂ WS の開催に当たり公共事業運輸省ﾃｯｸ次官が出席の上、ｵｰﾌﾟﾆﾝｸﾞ･ｽﾋﾟｰﾁにおいて
日本からの講師及び日本財団の技術的・財政的支援についての謝意を表するととも

に、出席者に対し本WSを十分に活用し、将来を見越した継続な取組みの必要性を
強調した点は、本WSの開催が今後のｶﾝﾎﾞｼﾞｱの体制整備にあたってのﾏｲﾙ･ｽﾄｰﾝﾝと
なったものと理解できる。 

 
ロ ﾕﾃﾔ運輸総局長のｺﾒﾝﾄ 
本会議の主催の総括であるﾕﾃﾔ運輸総局長から、WS後の意見交換の場において概要次
のとおり発言があった。 
・ 本WSは、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱで初めて開催されたWSとしてその開催の意義を高く評価する
とともに、その機会を与えてくれた日本財団及び様々な支援をいただいた日本海難

防止協会に深く感謝したい。 
・ また、今回のWSで講師として日本からお越しいただいた海上保安庁機動防除隊及
び災害防止ｾﾝﾀｰの講師の方々に敬意と感謝の意を表したい。お二人は本分野におけ

る豊富な知識と日本での経験を織り込んで、油流出事故のｲﾝﾊﾟｸﾄについて大変説得

力のある講義をいただき、当方（ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側）が初期の目的としていた「本問題へ

の対応の必要性に係る関係者への啓発」が十二分に成果を上げ実に実り多いWSで
あったと考えている。 
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・ 油流出事故への対応のための整備は、長期的視野に立って継続して実施することが

肝要と考えており、今後は、この WS をきっかけにｶﾝﾎﾞｼﾞｱとしても関係機関とよ
く連絡・調整して国民の啓発、体制の整備を徐々にではあろうが着実に実施してい

く所存であり、その場合に、海上保安庁、災害防止ｾﾝﾀｰ、日本財団及び日本海難防

止協会の方々からは変わらぬ技術的・財政的な支援をいただきたい。 
 
ハ 講義における質疑応答（別冊資料３５－１） 
主な疑問点は次のとおり。 
・ 環境被害は補償の対象か？請求額と補償額に差が有るのはなぜか？ 
・ 回収した油の処理はどうするのか？ 
・ ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの参加にはきっかけがあったのか？ 

 
ニ 出席者の個別のｺﾒﾝﾄ 
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱはﾒｺﾝ川を利用した内陸水運も盛んであり、ﾍﾞﾄﾅﾑから 300㌧級のﾊﾞｰｼﾞを使っ
て重質油、軽質油とも油の輸送は頻繁に行われている。更にﾒｺﾝ川の水は物資輸送のみ

ならず飲料、潅漑用にも広く活用されていることから、一度油流出事故が発生した場合

の環境被害・経済被害は計り知れないものがある。その意味で、今回のWSで紹介のあ
った事項については広く関係者が知っておく必要がある。 

 
ホ WS終了後のｱﾝｹｰﾄ結果ﾎﾟｲﾝﾄ（別冊資料３６－１） 
・ 全体評価としてWSは大変有意義であった。 
・ 防除法、緊急時計画、資機材について更に詳しい情報が欲しい。 
・ 海と川での防除の違いを知りたい。 
・ 人材育成に係るこのようなﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは大歓迎、今後も続けて欲しい。 

 
ヘ 今後の対応 
人材育成に重点を置いた本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側のﾆｰｽﾞと内容・ﾀｲﾐﾝｸﾞともうまく

対応していることで関係機関から広く受け入れられているところである。本WSについ
ても、右が油流出事故の対応に関する「啓発」を目的としてｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側主導で開催させ、

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側も右に適当な人物を出席者として広く招待したこと、更に日本で勉強したｶﾝ

ﾎﾞｼﾞｱ各機関の担当者を講師として発表させたことから、出席者・発表者とも非常に高

い意識ﾚﾍﾞﾙの中でWSが開催され非常に有意義な機会であり、また日本の本分野への貢
献もいい形で実施できていると感じる。 
一方、例えば PEMSEAは「統合沿岸管理」という手法を用いた環境全般の管理体制
整備に関する支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関し、ﾀｲ湾に面する国の一つとしてｶﾝﾎﾞｼﾞｱでも実施する

など、ｶﾊﾞｰする分野が競合するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが複数存在しているとの現実がある。 
ついては、今後本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを推進するに当たっては上記事情にも一定の配慮をしつつ、

今回、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側から要望された本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの継続実施に対しては、当方として本ﾌﾟﾛｼﾞ

ｪｸﾄが油防除体制の整備に関する人材育成に重点を置いたものであることをｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側

に再度よく説明し理解を得た上で、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側のﾆｰｽﾞも広く取り入れながら、第二ﾌｪｰｽﾞ
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としては第一ﾌｪｰｽﾞで構築した中央の横断的なﾈｯﾄﾜｰｸをﾍﾞｰｽに、今後、中央と地方（ﾎｯﾄ･

ｽﾎﾟｯﾄ）をつなぐ縦のﾈｯﾄﾜｰｸ構築を推進していく必要がある。 
 
（２）ﾐｬﾝﾏｰ 
イ ﾐｬﾝﾏｰ側の反応 

A 運輸省の取組み 
WS の当日は宗教的祭典で休日であるにもかかわらず、WS ｵｰﾌﾟﾆﾝｸﾞでは、運輸省
大臣（軍人）、副大臣 2 名、各総局長など運輸省幹部及び関係省庁の高官等の出席を
得て、また、WSには関係各機関等から 110人もの出席者があった。更にWSの運営
自体、非常にｽﾑｰｽﾞに行われ、また WS 自体が非常に高い緊張ﾚﾍﾞﾙの中で執り行われ
た。右は、運輸省がこの種WSを主催・運営できる組織としての高い実力を有してい
ることに加え、ｿ･ｳｨﾝ海事総局長の政治的力量、及びﾁｮｳ･ｾﾞﾔ局長の実務的手腕に負う

ところが大きい。今回ｿ･ｳｨﾝ総局長を表敬訪問した際、海事局の 4 階建て建物が新築
されており 4月から移転するとのことであり、将来的には別途海運会社を含めた建物
を建設予定とのこと。右は、海事局が組織的に充実･拡大している象徴であり、本ﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄ推進のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄとして申し分ないとの確信を得た。 
  B WMU卒業生を核とした体制 

ｿ･ｳｨﾝ総局長を頂点として、ﾁｮｳ･ｾﾞﾔ局次長をはじめ実務担当の中枢を担う者は

WMU卒業生であり、運輸省の中でWMU卒業生が核となった体制が整っており、し
かもﾁｮｳ･ｾﾞﾔ局長等は日本財団のﾌｪﾛｰ･ｼｯﾌﾟであることから、今後の運輸省の発展に日

本としても大きく貢献できる土壌が整っているとの印象。 
C ｵｽﾊﾟｰへの参加 
ｿ･ｳｨﾝ総局長への表敬の際、ﾐｬﾝﾏｰはｵｽﾊﾟｰへの参加を既に決定しているとの発言があ

り、右は WS 冒頭の議長挨拶でも表明された。ｵｽﾊﾟｰへの参加には手続き上の問題等
解決すべき点があるが、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのｺﾞｰﾙの延長線上に三カ国のｵｽﾊﾟｰへのｽﾑｰｽﾞな加

入があるところ右は歓迎すべき進展。 
 
ロ 発言要旨 

A ＜運輸大臣の挨拶ﾎﾟｲﾝﾄ＞（別冊資料３１－２－１） 
・ ﾐｬﾝﾏｰは地下資源、森林資源のみならず水産、海底資源が豊富であり、貴重な資源

と自然環境を保護するのは国民の義務。 
・ ミャﾝﾏ-では国の資源である山、森、動物、海洋資源などの天然資源が破壊されな
いための保護計画を策定中。 

・ ﾐｬﾝﾏｰは長い海岸線を有し、魚・海老の養殖、塩の生産、ﾘｿﾞｰﾄﾋﾞｰﾁによる観光業な

どを有効に活用し経済発展に努力しているところであり、天然資源の破壊を防止刷

る必要がある。 
・ 今回のWS開催にあたり日本財団、海上保安庁等の支援に感謝するとともに、今後
とも CMV ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを通じての設備・技術等の援助をお願いしたい。 

B ＜ﾁｮｳ･ｾﾞﾔ局長＞（別冊資料３１－２－３） 
  WS ｸﾛｰｼﾞﾝｸﾞに際するﾐｬﾝﾏｰ側挨拶要旨次のとおり。 
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・ 本日WSに参加したすべての者がこのWSに満足していることと思う 
・ 今後はこの種WSのみならず、訓練についても実施されることを期待する。 
・ これまでのﾐｬﾝﾏｰと日本との間の友愛の関係が更に深まるとともに、油防除への対

応の分野においても更に良好な協力関係が構築されている。 
・ 今後、更に各種資機材が我が国のみならず地域全体に供与されることを希望する。 

 
ハ 講義における質疑応答（別冊資料３５－２） 
  主な疑問点は次のとおり。 
・ 補償される被害の範囲 
・ 回収油の処理方法 
・ 流出油の拡散に係る家庭用洗剤の効能 

 
ニ WS終了後のｱﾝｹｰﾄ結果ﾎﾟｲﾝﾄ（別冊資料３６－２） 
・ 全体評価としてWSは大変有意義であった。 
・ 防除法、緊急時計画、資機材について更に詳しい情報が欲しい。（ｶﾝﾎﾞｼﾞｱと同様） 
・ 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを更に充実させ、更に高度な内容の講義を希望する。 

  
ホ 今後の対応 
ﾐｬﾝﾏｰ側からは、本年度のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによる支援に感謝の意が表明されるとともに、今

後とも人材育成を含めた技術・施設面での支援への期待が寄せられた。第二ﾌｪｰｽﾞの実

施に当たり、先方と十分な事前協議を行い、最大限先方の意向を盛込みつつ当方の目

指す方向に推進していく必要がある。 
（３）ﾍﾞﾄﾅﾑ 
イ ﾍﾞﾄﾅﾑ側の対応 
 A VINASARCOM側との意見交換 

WS 前日、WS 実施についての最終打ち合わせに併せ、今後の CMV ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進
め方について意見交換したところ、概要次のとおり。 
＜総務部長との意見交換＞ 
＝当方からの説明＝ 
第二ﾌｪｰｽﾞについては「ﾎｰﾁﾐﾝを対象地域として①現場指揮官の日本での研修②

研修生と日本の専門家によるﾎｰﾁﾐﾝの現地調査③日本の専門家による関係機関職

員に対する基礎的な研修の実施」を考えている旨伝えた。 
＝先方の反応＝ 

     ・第三ﾌｪｰｽﾞはどのようなことを考えているか？（答：隣接国と協力に重点を置

き、三カ国等が合同で机上訓練を行うことを考えている） 
     ・ﾍﾞﾄﾅﾑとしては、人材育成を継続して実施していただきたく、日本から専門家

の派遣をいただき関係者の教育を行う等の支援をいただきたい。 
＝今後の対応＝ 
今回、人材育成の必要性について相互に理解を得たことから、今後、その具体

的な方策について調整していくこととした。 
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＜VINASARCOM担当者との意見交換＞ 
＝先方の発言概要＝ 

     ・本分野はﾍﾞﾄﾅﾑにとって新しい分野であり、さまざまなことを実施する必要が

あり、人材育成はｽﾀｰﾄ地点であると認識。 
・関係規則の整備 
ﾍﾞﾄﾅﾑには油流出事故に対する計画は存在するが機能していない。今後この

計画の見直し及び実践的な計画の策定が急務である。 
・現場対応ﾏﾆｭｱﾙ 
現場対応の指針となるようなﾌﾟﾗﾝ及びﾏﾆｭｱﾙが必要と感じている。 

・研修・専門家の派遣 
       VINASARCOMの関係者の中では、研修ｾﾝﾀｰの設置の意見も出ているほど、

人材育成の必要性を痛感している。CMVによる現場指揮官の育成に加え、現
場で防除作業を実施する人々の研修を必要としている。具体的には、ﾍﾞﾄﾅﾑに

設置予定の３つの対応ｾﾝﾀｰ職員、及び港湾公社の職員である。 
     ・補償への対応 
      －ﾍﾞﾄﾅﾑにおいては油流出事故による被害に対する補償について、補償金を取

りそこなうことで被害を受けた我々が持ち出ししている事例があり問題と

なっている。 
      －ついては、補償の仕方、補償手続きの流れ、取りそこねのないﾃｸﾆｯｸについ

て教えていただきたい。 
＝当方からのとりあえずの回答＝ 
体制の整備、人材の育成は時間をかけて実施すべきものであると認識、今後の

CMVの進めかたについては専門家の派遣を含め、今後ともよく連絡をとりながら
よりよい型で進めていきたいと考えている。 

B VINASARCOM副委員長との会談（別冊資料３７） 
   ｾﾐﾅｰ開催前に、副委員長と日本財団内海課長との間で意見交換が行われれた。内

海課長からは日本財団の人材育成に係る取組み等を説明、副委員長からは本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

を通じての日本財団の支援への謝意と今次WSの成功祈念が表明されるとともに、将
来的にはこの種人材育成の支援に加え、資機材整備支援への期待が寄せられた。 

C  VINASARCOMについて 
＜組織＞ 
・ 総理令で組織された独立委員会で国防省内のOFFICEに執務室があるが、OFFICE
の運用については国防省からの指揮命令は受けず完全に独立した組織。 

・ 組織としての総人員は形式上約 300名。その内、VINASARCOMの OFFICEには
30 名が勤務、残りの 270 人は関係省庁の職員については、事案が発生した場合に
OFFICEと連絡・調整の担当者として指名された者。 

・ OFFICEは 24時間体制の当直を立て事案に対応している。30名の内訳は軍人出身
が 22名、民間人が 8名。 

＜VINASARCOMの役員等＞ 
・ 委員長（Head of VINASARCOM） 
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ﾍﾞﾄﾅﾑ政府副総理 Mr. Nguyen Tan Dung (民間人) 
・ 副委員長-計 5名、内 1名は常務副委員長（Vice Standing President） と呼ばれる    

Mr. Nguyen Duc Soat(軍人、Lieutenant-General and Deputy General Staff of 
People’s Army) 

・ 総務部長（Chief Administration of VINASARCOM） 
        Mr. Pham Quoc Te(軍出身) 
 

＊ 委員長、副委員長については独自に事務所を持ちそれぞれの役職を兼任。

OFFICE の長は総務部長であり、OFFICE としての決定事項については、総務
部長が常務副委員長に連絡するとともに委員長の了解を得た後に実行する。 

 
＜予算＞ 
・ VINASARCOMとしての活動費は他省庁と同様に政府予算に計上されている。 
・ 職員 30名の給料は国防費から支出されている。 

ロ 発言要旨 
＜VINASARCOM副委員長の挨拶ﾎﾟｲﾝﾄ＞（別冊資料３１－３－１） 
・ ﾍﾞﾄﾅﾑ経済の発展に伴い、海上輸送、石油の探査･採掘が活発化することで油流出事

故発生のﾘｽｸが高まっている。 
・ 今回、CMV ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは非常に有意義。その一環として本WSを開催するところ、
関係者は基礎的知識を十分吸収してほしい。 

 
ハ 講義における質疑応答（別冊資料３５－３） 
  主な疑問点は次のとおり。 
・ 被害に対する補償額の内訳 
・ 回収油の処理方法 
・ 流出事故発生時の爆発の危険性と対処法 

 
ニ WS終了後のｱﾝｹｰﾄ結果ﾎﾟｲﾝﾄ（別冊資料３６－３） 
・ 全体評価としてWSは大変有意義であった。 

  
ホ 今後の対応 
  A VINASARCOMを窓口に 

従来、VINASARCOMとの接触はｱﾎﾟ取りを含め非常に困難な状況であったと仄聞
していたが、７月のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾐｰﾃｨﾝｸﾞで始めて協議して以来、当方とは良好な関係を

維持しており、今回の WS も実にｽﾏｰ ﾄにこなしていたとの印象。これは
VINASARCOM が、油防除の対応のみならず人命救助、災害援助を含めた国家危機

管理機能の最高峰に位置し、組織としての実力も高いことの証左であり、今後も

VINASARCOM を窓口として進めていくことが国内調整を含め本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの円滑な

推進に欠かせないと考える。 
 



 43

  B VINAMARINEの巻き返し 
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ当日の朝、VINAMARINE のｽﾞﾝ国際協力局長が当方を訪ね、今回の WS
の成功の期待を表明するとともに、VINAMARINE のﾅﾝﾊﾞｰ２であるラム副総裁への
表敬を示唆した。これに応えラム副総裁を表敬した際、ラム副総裁からは、

VINAMARINEが油防除の実施に関する所掌を有し、VMS（Vietnam Marine Safety）
や港湾公社といった現場実働組織を傘下に置き、実働勢力である船艇・職員も充実し

ているとの説明があった。右は本件ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの窓口を VINASARCOM に取られた

VINAMARINE が、現場実働機関としての存在をｱﾋﾟｰﾙしたものであり、今後ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄを進める上で、VINAMARINEの取扱いについては一定の配慮も必要と思料する。 
なお、ラム副総裁から VINAMARINE の名称が ”Vietnam National Marine 

Bureau”から”Vietnam Marine Administration”に変更されたと述べ、関係資料をい
ただいた。（別冊資料３８） 

  C 今後の対応 
CMV ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、CMV三カ国に対して基本的には同じﾒﾆｭｰを同じ歩調で進めて
いくとの考え方であるが、今回、各国でのWS開催を通じて国内体制の成熟度や担当
機関の実力などを観察するに、上記三カ国への一様な対応について今一度検討を要す

るとの問題意識を持った。特にﾍﾞﾄﾅﾑについては、国としての体制も整備され、また

明確な将来像を持っているとの印象であり、CMV ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの枠組みのなかでﾍﾞﾄﾅﾑに
特別なｱﾚﾝｼﾞを施すのか、或いは個別のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでﾍﾞﾄﾅﾑ側のﾆｰｽﾞを補完するのかを含

め、特別な配慮と検討が必要と思料する。 
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